
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

 

 

 

 

  自由貿易が推進される中､食品産業界にとってＴＰＰへの対応は必須事項です。関税撤廃に伴い､打撃を被る

と不安視する生産者と食材が安く入手できるために利益率が上がると試算する製造加工業や外食産業など､

ＴＰＰ参加によって有利・不利の影響は食品分野ごとに異なるため、的確に捉えて対応することが大切です。 

そこで本講座では､国や地方自治体の現在の動向と食品産業の課題と今後の対策について事例を交え 

解説いたします。皆様の経営にも大きく関わってくる問題です。是非この機会にご受講ください。 

■自由貿易推進の国際動向 
・世界の大潮流であることを正しく認識 

■ＴＰＰ(環太平洋経済連携協定) 
・関税撤廃だけではないTPPの本質を理解 

■ＴＰＰの日本経済への影響 
・世界標準へ制度改革と規制緩和が進む 
・農業・関連産業への影響 

■ＴＰＰの食品産業への影響と展望 
・分野ごとに異なる複雑なＴＰＰの影響 

■食品産業のＴＰＰへの対応策 
・食品産業へのメリットとデメリット 
・今後の課題と取るべき対応策 

・産業技術評論家  ・工学博士 

・元）通産省企画官  

・元）東京大学特任教授 

進藤技術事務所 所長 

進藤 勇治 氏 

「ＴＰＰ対策セミナー」 受講申込書 
平成 26 年   月   日申込 

平成２６年３月１３日(木)   

午後２時～４時 

敦賀商工会館６階ホ－ル  

敦賀商工会議所 水産・食料品部会 

 
３月１２日(水)までに､ＴＥＬまたはＦＡＸ 

で事務局までお申込みください。 

ＴＥＬ０７７０-２２-２６１１ 

ＦＡＸ０７７０-２４-１３１１ 

＊ＦＡＸは切らずに送信してください。 

事業所名 
          〔ＴＥＬ〕 

           〔ＦＡＸ〕 
受
講
者
名 

 

所 在 地 
〒  

 ＊ご記入いただいた個人情報は､セミナー運営以外の目的で使用することはありません。＊3名からのお申込みは､本紙をコピーしてお使いください。 

無料 

敦賀商工会議所事務局 担当 藤野 

 


